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（資料５）

仕 様 書（案）

第１ 件名等

１ 件名

裁判員制度広報（テレビスポットＣＭ及びラジオスポットＣＭ）の企画・制作，

放送等実施業務

２ 調達の目的

裁判員制度の内容等について，広く国民に周知するとともに，国民の理解を得る

ことを目的とする。

３ 概要

本仕様書は，裁判員制度広報におけるテレビスポットＣＭ及びラジオスポットＣ

Ｍ（以下「スポットＣＭ」という ）の企画・制作，放送等の実施業務の調達内容。

について定めるものである。

４ 契約期間

契約日から平成２１年３月３１日（火）までとする。

第２ 提案項目の前提となる主要な情報等

１ 裁判員制度の概要及び裁判員制度をめぐる情勢等

 裁判員制度の概要

， ，裁判員制度は 国民の中から選ばれた６人の裁判員と３人の裁判官が協働して

刑事訴訟事件の審理，判決をする制度であり，平成１６年５月成立の「裁判員の

参加する刑事裁判に関する法律 （いわゆる「裁判員法 ）により導入され，平」 」

成２１年５月までに施行される予定である。

＊ 裁判員制度に関する情報の詳細は，裁判員制度ウェブサイト［http://www.

saibanin.courts.go.jp/］を参照されたい。

 裁判員制度をめぐる情勢等

ア 平成１９年末ころまでには辞退事由に関する政令が，平成２０年３月ころま

， 。でには裁判員制度の施行日に関する政令が それぞれ制定される見通しである

イ 平成２０年１２月ころまでには裁判員候補者名簿に記載されたことの通知書

等が国民に送付され，まさに制度が現実に動き始めることとなる。

ウ 平成２０年度は，裁判員制度施行の前年であり，国民にとって関心の高い事

項が具体化し，制度が動き始めることから，各種マスコミによる報道も盛んに

行われると予測される。

２ 今後の広報活動の方向性

 総論

最高裁判所においては，これまで裁判員制度の内容を周知するための広報活動

を展開しており，このような広報活動の成果もあって，裁判員制度の認知度は約

８割に上っているものの，参加意欲については十分には高まっていないところで
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ある。

参加に消極的な国民は，それぞれの関心や生活状況等に応じ，刑事裁判への参

加について様々な不安や疑問を感じており，それが参加に対する心理的な障害と

なっているものと考えられる。今後，その参加意欲の向上を図るためには，これ

らの不安や疑問に応じた具体的な情報提供や説明を行い，その不安等を軽減して

いくことが不可欠である。

そのためには，参加に消極的な国民の関心や不安を把握し，これに応える具体

， （ 「 」 。）的な情報を提供する きめの細かい広報企画等 以下 情報提供企画 という

を広範に展開していく必要があり，このような観点から，平成１９年度において

は，各地の裁判所を中心として，各種説明会等を広範に展開してきている。具体

的には，５０人から１００人の参加者を募り，映画の上映と裁判官等による裁判

員制度に関する説明を併せた企画をはじめとする各種説明会において，参加者と

実質的な質疑応答を行い，①裁判に参加することへの心理的負担感，②法律の専

門家でない裁判員が裁判をすることの難しさや裁判の長さに対する不安感，③裁

判に参加することによる物理的，経済的負担等に対する不安感を解消することに

主眼を置いた企画を実施したところである。また，このような情報提供企画にア

クセスする国民の裾野を広げ，十分な広報効果をあげるためには，上記の不安等

を抱いている国民に上記の情報提供企画の存在を周知するとともに，いまだ具体

的な情報を欲するほどの関心のない国民に対しても，現実感のある関心を喚起す

るための情報を提供する企画（以下「関心喚起企画」という ）を広範に実施す。

ることが重要である。

この点については，第２の１のに記載の情勢等を考慮すると，制度実施の前

年に当たる平成２０年度においては，裁判員制度に対する現実感のある関心が高

まり得る環境にあり，適時，適切な関心喚起企画を実施することによって，国民

の潜在的な関心を顕在化させることが期待できる状況にある。

 平成２０年度における具体的な広報活動

ア 情報提供企画

従前から行ってきた各種説明会，映画上映会，模擬裁判等を継続して実施す

るとともに，裁判員制度ウェブサイトを充実させ，各種パンフレット等の広報

ツールを活用するなどして，過不足のない情報を提供する。

イ 関心喚起企画

いまだ裁判員制度に対する具体的な関心を抱いていない国民に対し，これを

喚起することを目的とした情報発信を行い，情報提供企画へのアクセスを誘引

する必要がある。そのために，情報発信を行う各媒体の特質に応じて国民の関

心や不安に対応する情報のエッセンスを盛り込むなどして，現実感のある関心

を喚起する。

関心喚起企画を効果的に実施するための具体的な広報媒体としては，テレビ

スポットＣＭ等の放送媒体や新聞・雑誌等の活字媒体を選択する。
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テレビスポットＣＭ等の放送媒体については，新聞広告等の活字媒体よりも

伝達できる情報量は少ないが，情報の受動性や全世代に対する伝達力の高さに

注目し，現実感のある関心を喚起するための情報，具体的には，来年には裁判

員制度が実施される，今年の年末には裁判員候補者名簿に記載された者への通

知書が届くという情報を中心に発信する。

また，新聞や雑誌等の活字媒体においては，情報に接する（読む）か否かは

国民の意思に委ねられている反面，一定の情報量が扱えるという特質を有する

ため，前述のテレビスポットＣＭ等において発信する情報に加え，裁判員の具

体的役割に関する情報，選任手続，辞退事由等に関する情報について，タレン

ト等の誘引手段を用いながら発信する。

なお，雑誌媒体については，購買者層に特徴があるという特性を生かし，購

買層に応じ，関心の程度，関心を喚起する話題等を個別に検討しつつ，効果的

な関心喚起を行うことが期待できる。

第３ 制作，放送等実施業務内容等

１ 制作内容

テレビスポットＣＭ及びラジオスポットＣＭを制作する。ただし，いわゆる有名

タレントについては起用しない。

２ 放送等実施業務内容

 放送枠の確保

テレビスポットＣＭについては，１５００ＧＲＰ以上を目指しつつ，最大効率

のリーチ（到達率）及びフリークエンシー（平均接触頻度）を獲得するように，

できる限りの放送枠を確保する。ラジオスポットＣＭについては，ＡＭラジオ局

で５０本程度の放送枠を確保する。

なお，テレビスポットＣＭ及びラジオスポットＣＭのいずれについても，全て

の都道府県において放送を実施するものとする。

 放送の実施手続

 報告

スポットＣＭの放送完了後，速やかに各放送実施局の「放送確認書」を最高裁

判所に提出するものとする。

３ １で制作した内容を記録した記録媒体の納品

１で制作したスポットＣＭの内容を記録した以下の記録媒体について納品する。

なお，納品に当たっては，最高裁判所と協議の上，納品期日を決定する。

 テレビスポットＣＭ

ア ＶＴＲ用Ｄ－２テープ １本

イ ＤＶＤ（Windows Media 形式（Advanced Systems Format ）１０枚）

 ラジオスポットＣＭ

ＣＤ－ＲＯＭ（Windows Media 形式（Advanced Systems Format ）１０枚）

４ その他
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 スポットＣＭ制作に当たり，企画内容等については，最高裁判所と十分な調整

を図って実施する。

 スポットＣＭの放送の詳細については，最高裁判所と十分な調整を図って実施

する。

 スポットＣＭの放送に関しては，広報効果の測定を行うものとする。

なお，その際の具体的な実施時期，方法等については，契約締結後，請負者と

最高裁判所が協議して定める。

第４ 施策予定金額

４億３４００万円（広告内容の企画制作から各媒体の放送実施までにかかる全て

。）の経費及び広報効果測定にかかる経費並びに消費税及び地方消費税相当額を含む

を上限とする。

第５ その他

１ 提案書の作成

 提案書は，企画招請説明書の「提案要領」を熟読の上作成する。

 スポットＣＭの契約予定日から出稿までのスケジュールについて，明確かつ詳

細に作成する。

２ 提案者条件

 スポットＣＭの企画から出稿まで一括して管理運営できる能力を有すること。

なお，業務の再委託を行う必要のある場合には，再委託先の責任体制を含めた

業務遂行の管理能力を有すること。

 スポットＣＭの企画・制作に当たり，裁判員制度について正確かつ分かりやす

く表現できる能力を有すること。

 スポットＣＭの企画・制作に当たり，常時従事する者を確保できる体制を有す

ること。

 本業務を遅滞なく遂行できる能力を有すること。

また，送稿データ作成前段階において変更が生じた場合にも対応できる能力を

有すること。

３ 請負者の責務

， ， 。 請負者は 契約後速やかに責任者を選任し 最高裁判所に届け出るものとする

なお，責任者には，本業務を実施するために必要な能力・経験を有する自社の

者を選任するものとする。

 請負者は，不測の事態により，定められた期日までに業務を完了することが困

難になった場合には，遅滞なくその旨を最高裁判所に連絡し，その指示に従うも

のとする。

 請負者は，業務の過程において最高裁判所から指示された事案について，迅速

かつ的確に実施するものとする。

 請負者は，本契約の全部を一括して第三者に委託してはならない。

 請負者は，納品の検査過程において誤り等の修正を行う場合については，全て
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請負者の負担とする。

 請負者は，本業務を遂行するに当たり，個人情報に関する権利等を侵害するこ

とのないように十分注意するものとする。また，本業務の遂行中に第三者に与え

た損害等は，全て請負者の負担とする。

４ 成果物の使用

最高裁判所は，本業務に関して納品された成果物につき，広告の目的の範囲内に

おいて契約締結日から１年間使用すること（納品された記録媒体を用いて，裁判員

制度ウェブサイトにおいてスポットＣＭを放送すること等を含む ）ができるもの。

とする。ただし，最高裁判所が個別に許す範囲において，法務省，検察庁，日本弁

護士連合会及び弁護士会もこれを使用する（その広告の目的の範囲内で行う二次加

工を含む ）ことができるものとする。。

５ 知的財産権等

 本業務に基づき制作されたスポットＣＭに関し，すべての著作権は最高裁判所

に帰属するものとする。

 スポットＣＭに最高裁判所が所有する資料（写真，図表等）を使用する場合に

は，協議の上，調達可能なものについては最高裁判所が提供する。

 スポットＣＭに第三者が権利を有する著作物（写真等）を使用する場合には，

著作権，肖像権等に厳重な注意を払い，当該著作物の使用に関する費用の負担を

含む一切の手続を請負者において行うものとする。

 本仕様書に基づく業務に関し，第三者との間で著作権に係る権利侵害の紛争等

， ，が生じた場合には 当該紛争等の原因が専ら最高裁判所の責めに帰す場合を除き

請負者は自らの責任と負担において一切の処理を行うものとする

６ 機密保持等

 請負者は，本業務を実施するに当たって，業務上知り得た情報を開示，漏洩，

又は本業務以外の用途に使用してはならない。また，請負者は，そのために必要

な措置を講じなければならない。

なお 請負者の責任に起因する情報の漏洩等があった場合は 契約条項上の 瑕， ， 「

疵等による債務不履行」に該当するものとする。

 請負者の責任に起因する情報の漏洩等により損害が発生した場合は，それに伴

う弁済等の措置はすべて請負者が負担する。

， 。 この項目については 前記第１の４の契約期間の終了後においても同様とする

７ その他

契約後，提案した企画・構成に変更を加える必要が生じた場合，この仕様書に記

載されていない事項が発生した場合及びこの仕様書に疑義を生じた場合は，請負者

と最高裁判所は，協議の上，変更内容等について決定し，当該決定事項について書

面をもって確認することとする。


